
参考資料

第８回 精神障害者に対する医療の提供を確保するための指針等に関する検討会

平成２６年３月２８日 参考資料

１．精神科医療の現状
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精神病床の平均在院日数推移の
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精神疾患の患者数
（医療機関にかかっている患者）
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疾患別の退院患者平均在院日数の推移（精神病床）
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精神病床の平均在院日数の推移
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２．改正精神保健福祉法に基づく
退院促進措置
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○ 退院後生活環境相談員の選任は義務であり、平成２６年４月１日時
点の医療保護入院者全員に選任されていることが必要。

相談員１人当たりの担当者数は目安。

○ 地域援助事業者として、相談支援専門員がいる事業所、介護支援
専門員がいる事業所を規定。

地域援助事業者の紹介は努力義務。

○ 平成26年４月１日以降に入院した在院期間１年未満の医療保護入
院者については、医療保護入院者退院支援委員会の開催は義務。

ただし、平成26年３月31日以前の入院者及び在院期間１年以上の
入院者については、任意の開催で可。

医療保護入院者の退院促進措置に係る主なポイント

退院後生活環境相談員の選任

１．退院後生活環境相談員の責務・役割

（１）退院後生活環境相談員は、医療保護入院者が可能な限り早期に退院できるよう、個々の医療保護入院者
の退院支援のための取組において中心的役割を果たすことが求められること。

（２）退院に向けた取組に当たっては、医師の指導を受けつつ、多職種連携のための調整を図ることに努めると
ともに、行政機関を含む院外の機関との調整に努めること。

（３）医療保護入院者の支援に当たっては、当該医療保護入院者の意向に十分配慮するとともに、個人情報保
護について遺漏なきよう十分留意すること。

（４）以上の責務・役割を果たすため、退院後生活環境相談員は、その業務に必要な技術及び知識を得て、その
資質の向上を図ること。

２．選任及び配置

（１）退院に向けた相談を行うに当たっては、退院後生活環境相談員と医療保護入院者及びその家族等との間
の信頼関係が構築されることが重要であることから、その選任に当たっては、医療保護入院者及び家族等の
意向に配慮すること。

（２）配置の目安としては、退院後生活環境相談員１人につき、概ね50人以下の医療保護入院者を担当するこ

と（常勤換算としての目安）とし、医療保護入院者１人につき１人の退院後生活環境相談員を入院後７日以内
に選任すること。兼務の場合等については、この目安を踏まえ、担当する医療保護入院者の人数を決めるこ
と。
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３．退院後生活環境相談員として有するべき資格
①精神保健福祉士
②看護職員（保健師を含む。）、作業療法士、社会福祉士として、精神障害者に関する業務に従事した経験を有

する者
③３年以上精神障害者及びその家族等との退院後の生活環境についての相談及び指導に関する業務に従事

した経験を有する者であって、かつ、厚生労働大臣が定める研修を修了した者（ただし、平成29年３月31日までの間に

ついては、研修を修了していなくても、前段の要件を満たしていれば、資格を有することとしてよいこととする。）

４．業務内容
（１）入院時の業務

医療保護入院者及びその家族等に対して以下についての説明を行うこと。
・退院後生活環境相談員として選任されたこと及びその役割
・本人及び家族等の退院促進の措置への関わり（地域援助事業者の紹介を受けることができること。また、本人においては、医療

保護入院者退院支援委員会への出席及び退院後の生活環境に関わる者に委員会への出席の要請を行うことができること等）

（２）退院に向けた相談支援業務

ア 医療保護入院者及びその家族等からの相談に応じるほか、退院に向けた意欲の喚起や具体的な取組
の工程の相談等を積極的に行い、退院促進に努めること。

イ 医療保護入院者及びその家族等と相談を行った場合には、当該相談内容について相談記録又は看護
記録等に記録をすること。

ウ 退院に向けた相談支援を行うに当たっては、主治医の指導を受けるとともに、その他当該医療保護入院
者の治療に関わる者との連携を図ること。

５.その他
（１）医療保護入院者が退院する場合において、引き続き任意入院により当該病院に入院するときには、当該医

療保護入院者が地域生活へ移行するまでは、継続して退院促進のための取組を行うことが望ましいこと。

（２）医療保護入院者の退院促進に当たっての退院後生活環境相談員の役割の重要性に鑑み、施行後の選任
状況等を踏まえて、退院後生活環境相談員として有するべき資格等の見直しを図ることも考えられるため、留
意されたいこと。

（３）地域援助事業者等の紹介に関する業務

ア 医療保護入院者及びその家族等から地域援助事業者の紹介の希望があった場合や、当該医療保護入
院者との相談の内容から地域援助事業者を紹介すべき場合等に、必要に応じて地域援助事業者を紹介
するよう努めること。

イ 地域援助事業者等の地域資源の情報を把握し、収集した情報を整理するよう努めること。

ウ 地域援助事業者に限らず、当該医療保護入院者の退院後の生活環境又は療養環境に関わる者の紹介
や、これらの者との連絡調整を行い、退院後の環境調整に努めること。

（４）医療保護入院者退院支援委員会に関する業務

ア 医療保護入院者退院支援委員会の開催に当たって、開催に向けた調整や運営の中心的役割を果たす
こととし、充実した審議が行われるよう努めること。

イ 医療保護入院者退院支援委員会の記録の作成にも積極的に関わることが望ましいこと。

（５）退院調整に関する業務

医療保護入院者の退院に向け、居住の場の確保等の退院後の環境に係る調整を行うとともに、適宜地域援
助事業者等と連携する等、円滑な地域生活への移行を図ること。

（６）その他

定期病状報告の退院に向けた取組欄については、その相談状況等を踏まえて退院後生活環境相談員が記
載することが望ましいこと。
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地域援助事業者の紹介

１．地域援助事業者の紹介の趣旨・目的

地域援助事業者の紹介は、医療保護入院者が退院後に利用する障害福祉サービス及び介護サービスにつ
いて退院前から相談し、医療保護入院者が円滑に地域生活に移行することができるよう、精神科病院の管理
者の努力義務とされているものであり、必要に応じて紹介を行うよう努めること。

２．紹介の方法

（１）地域援助事業者の紹介の方法については、書面の交付による紹介に限らず、例えば、面会による紹介（紹
介する地域援助事業者の協力が得られる場合に限る。）やインターネット情報を活用しながらの紹介等によ
り、医療保護入院者が地域援助事業者と積極的に相談し、退院に向けて前向きに取り組むことができるよう
工夫されたいこと。

（２）紹介を行う事業者については、必要に応じて当該医療保護入院者の退院先又はその候補となる市町村へ
の照会を行うほか、精神保健福祉センター及び保健所等の知見も活用すること。

３．紹介後の対応

地域援助事業者の紹介を行った場合においては、退院後生活環境相談員を中心として、医療保護入院者と
当該地域援助事業者の相談状況を把握し、連絡調整に努めること。

４．地域援助事業者による相談援助

（１）地域援助事業者は、医療保護入院者が障害福祉サービスや介護サービスを退院後円滑に利用できるよ
う、当該地域援助事業者の行う特定相談支援事業等の事業やこれらの事業の利用に向けた相談援助を行う
こと。

（２）医療保護入院者との相談に当たっては、退院後生活環境相談員との連携に努め、連絡調整を図ること。

（３）相談援助を行っている医療保護入院者に係る医療保護入院者退院支援委員会への出席の要請があった
場合には、できる限り出席し、退院に向けた情報共有に努めること。
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改正精神保健福祉法の施行事項 《地域援助事業者≫

１. 事業概要
精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第33条の５の規定に基づく地域援助事業者が退院支援体制の確保に

要する費用の一部について、補助を行い、医療保護入院者の地域生活への移行を促進する。

（参考）医療保護入院者数 133,096人（平成23年6月30日現在）
1ヶ月の新規医療保護入院者数 12,484人（平成22年6月実績）

（出典：精神保健福祉資料平成23年度6月30日調査）
２. 補助内容

相談支援事業所等（地域援助事業者）における退院支援体制を確保するため、通常必要となる職員以外の職員の
配置に必要となる賃金や諸経費等について助成

３．創設年度 平成２６年度

４．実施主体 市町村

５．補助率（負担割合） １／２以内（国１／２以内、都道府県１／４以内）

第３３条の５ 医療保護入院者を入院させている精神科病院の管理者は、医療保護入院者又はその家族等から求めがあった場

合その他医療保護入院者の退院による地域生活への移行を促進するために必要があると認められる場合には、これらの者に

対して、厚生労働省令で定めるところにより、一般相談支援事業者若しくは障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律第５条第１６項に規定する特定相談支援事業（第４９条第１項において「特定相談支援事業」という。）を

行う者、介護保険法第８条第２３項に規定する居宅介護支援事業を行う者その他の地域の精神障害者の保健又は福祉に関す

る各般の問題につき精神障害者又はその家族等からの相談に応じ必要な情報の提供、助言その他の援助を行う事業を行うこ

とができると認められる者として厚生労働省令で定めるもの（次条において「地域援助事業者」という。）を紹介するよう

努めなければならない。

【地域生活支援事業費補助金】

相談支援事業所等（地域援助事業者）における退院支援体制確保

（参考） 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（抄）

平成25年６月に成立した精神保健福祉法の一部改正法により、医療保護入院者の地域生活への移行を促進する観点から、精神科病院の
管理者に対する相談支援事業者等の紹介努力義務規定が設けられ、平成２６年４月から施行することとされた

医療保護入院者退院支援委員会

２．対象者
①在院期間が１年未満の医療保護入院者であって、入院時に入院届に添付する入院診療計画書に記載した

推定される入院期間を経過するもの

②在院期間が１年未満の医療保護入院者であって、委員会の審議で設定された推定される入院期間を経過す
るもの

③在院期間が１年以上の医療保護入院者であって、病院の管理者が委員会での審議が必要と認めるもの

※当該推定される入院期間を経過する時期の前後概ね２週間以内に委員会での審議を行うこと。
※入院時に入院届に添付する入院診療計画書に記載する推定される入院期間については、既に当該医療保護入院者の病状

を把握しており、かつ、１年以上の入院期間が見込まれる場合（例えば措置入院の解除後すぐに医療保護入院する場合等）を除き、
原則として１年未満の期間を設定すること。

※入院から１年以上の医療保護入院者を委員会での審議の対象者としない場合は、具体的な理由（例えば精神症状が重症であっ

て、かつ、慢性的な症状を呈することにより入院の継続が明らかに必要な病状であること等）を定期病状報告に記載すること。具体的な理
由がない場合は、原則として委員会での審議を行うことが望ましいこと。

※既に推定される入院期間経過時点から概ね１ヶ月以内の退院が決まっている場合（入院形態を変更し、継続して任意入院す
る場合を除く。）については、委員会での審議を行う必要はないこと。

※平成２６年３月３１日以前に医療保護入院した者に対しては、病院の管理者が必要と認める場合に限り、委員会を開催するこ
とが可能（経過措置）。

１．医療保護入院者退院支援委員会の趣旨・目的
医療保護入院者退院支援委員会（以下「委員会」という。）は、病院において医療保護入院者の入院の必要性

について審議する体制を整備するとともに、入院が必要とされる場合の推定される入院期間を明確化し、退院
に向けた取組について審議を行う体制を整備することで、病院関係者の医療保護入院者の退院促進に向けた
取組を推進するために設置。
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３．出席者
①主治医（主治医が精神保健指定医でない場合は、主治医以外の精神保健指定医も出席）
②看護職員（当該医療保護入院者を担当する看護職員が出席することが望ましい）
③退院後生活環境相談員
④①～③以外の病院の管理者が出席を求める当該病院職員
⑤医療保護入院者本人（本人が出席を希望する場合）

⑥医療保護入院者の家族等（本人が出席を求めた場合であって、出席を求められた者が出席要請に応じると
き）

⑦地域援助事業者その他の退院後の生活環境に関わる者（⑥と同様）

※③が②にも該当する場合は、その双方を兼ねることも可能であるが、その場合には、④の者であって当該医療保護入院者の
診療に関わるものを出席させることが望ましい。

※⑦としては、入院前に当該医療保護入院者が通院していた診療所や退院後に当該医療保護入院者が診療を受けることを予
定する医療機関等も想定。当該医療保護入院者に対し退院後生活環境相談員がこれらの者に対し出席を要請しなくてよい
か確認する等、当該医療保護入院者の退院後の生活環境を見据えた有意義な審議ができる出席者となるよう努めること。

４．開催方法
（１）当該病院における医療保護入院者数等の実情に応じた開催方法で差支えない。

【例】・月に１回委員会を開催することとし、当該開催日から前後２週間に推定される入院期間を経過する医療保護入院者を対象として、出席者
を審議対象者ごとに入れ替えて開催

・推定される入院期間の経過する医療保護入院者がいる日に委員会で審議

（２）開催に当たっては、十分な日時の余裕を持って審議対象となる医療保護入院者に委員会の開催について
通知し（通知例：別添様式１）、通知を行った旨を診療録に記載すること。

当該通知に基づき３中⑥及び⑦に掲げる者に対する出席要請の希望があった場合には、当該希望があっ
た者に対し、㋐委員会の開催日時および開催場所、㋑医療保護入院者本人から出席要請の希望があったこ
と、㋒出席が可能であれば委員会に出席されたいこと、㋓文書による意見提出も可能であること、を通知する
こと。

６．審議結果

（１）委員会における審議の結果については、別添様式２（医療保護入院者退院支援委員会審議記録）に記載し
て記録するとともに、診療録には委員会の開催日の日付を記録することとすること。

（２）病院の管理者（大学病院等においては、精神科診療部門の責任者）は、医療保護入院者退院支援委員会
の審議状況を確認し、医療保護入院者退院支援委員会審議記録に署名すること。また、審議状況に不十分
な点がみられる場合には、適切な指導を行うこと。

（３）審議終了後できる限り速やかに、審議の結果を本人並びに当該委員会への出席要請を行った３⑥及び⑦
に掲げる者に対して別添様式３により通知すること。

（４）委員会における審議の結果、入院の必要性が認められない場合には、速やかに退院に向けた手続をとる
こと。

（５）医療保護入院者退院支援委員会審議記録については、定期病状報告の際に、当該報告から直近の審議
時のものを定期病状報告書に添付すること。

５．審議内容
委員会においては、以下の３点その他必要な事項を審議

①医療保護入院者の入院継続の必要性の有無とその理由
②入院継続が必要な場合の委員会開催時点からの推定される入院期間
③②の推定される入院期間における退院に向けた取組
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法改正内容等の周知のための研修を実施

退院後生活環境相談員及び地域援助事業者に対する研修

精神保健福祉法の改正により早期退院に向けた仕組みの導入

精神科病院の管理者に、

◆【退院後生活環境相談員】
医療保護入院者の退院後の生活環境に関する相談及び指導を行う者
（精神保健福祉士等）の設置

◆【地域援助事業者】
入院者本人や家族からの相談に応じ必要な情報提供等を行う相談支援
事業者等の紹介に努め、それら地域援助事業者と連携し、退院促進のた
めの体制整備

を義務付けた。

（新規）平成２６年度予算（案） １１，０８９千円

３．精神障害者の居宅等における
保健医療福祉サービスについて

（１）訪問看護
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